
 

 

様式第五十の二（第４８条第６項関係） 

 

認定事業適応計画の（中間）実施状況の概要の公表 

 

  １．認定の日付 

   令和４年７月 29 日 

  ２．認定事業適応事業者の名称 

   広島電鉄株式会社 

  ３．認定事業適応計画の実施期間 

   令和４年８月～令和９年３月 

４．認定事業適応計画の実施状況 

   （１）事業適応計画に係る事業の目標の達成状況 

    本計画では、社会変化に強い事業ポートフォリオの再編を検討する中で、既存事業である

運輸業の収益構造の改善が喫緊の課題となっており、「わかりやすく使いやすい公共交通を

構築し、減少した鉄軌道利用需要を回復」と「ICTの活用等による事業の変革」に取り組み対

処することとしている。 

    この計画のうち、令和４年度においては、点呼支援システム導入、AIを活用した勤務編成

の自動化及び連接車両運行ワンマン化に関連する固定資産投資を一部実施した。 

 

   （２）生産性を相当程度向上させること又はその生産し、若しくは販売する商品若しくは提供す

る役務に係る新たな需要を相当程度開拓することを示す目標の達成状況 

    令和４年度においては、EBITDAマージンが▲2.0％となり、基準年度の 2022年 3月期の▲

3.3％と比較して 1.3％ポイント上回っている状況である。 

 

（３）財務内容の健全性の向上を示す目標の達成状況 

財務内容の健全性の向上指標については、令和４年度は有利子負債/CF が▲255.8 倍となり、

経常収支比率は 79.5％となった。 

 

（４）実施した事業適応計画の内容 

令和４年度においては、事業適応計画の認定申請書別表２-１に記載した設備投資計画のう

ち、一部の固定資産投資を実施した。 

 「点呼支援システム導入による業務体制の効率化」「AI を活用した勤務編成の自動化」「連

接車両のワンマン化による業務体制の効率化」の一部に着手し、効率化や生産性の向上を図

るため投資を進めている。当年度における売上高売上原価比率は、基準年度の値の▲13.4％

となった。 

 「新乗車券システム導入」「広島駅前大橋ルート再整備」については、令和６年度以降に完

了予定のため、当年度における全ての事業の売上高に占める新商品の売上高の割合は 0.0％で

ある。 



 

 

 

（備考）  

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  

 

（記載要領） 

１．認定事業適応事業者の事業上の秘密に該当する部分については、これを公表の対象として記載し

ない。 

２．認定事業適応計画の実施状況は、この公表の時までに実施された事業適応に係る事業の達成状況

及び数値目標の達成状況（認定事業適応計画に記載したものを用いる。）を記載する。 

 


